
日　時 平成31年3月6日（水）9:20~10:00

出席者 資料課　齊藤、薄井、寶田、相澤、吉村、長谷川、廣瀬　各職員

議　題
産業労働局・会計局・企業局・人事委員会事務局・労働委員会事務局・収用委員
会事務局簿冊文書の選別案について

・産業労働局のNo.9の整理番号「2857、2856」とNo.10の整理番号「2859~2854」は誤りな

ので、No.9は「2857、2859」、No.10は「2859~2864」に修正する。

平成30年度第5回選別会議記録

１　開会

２　主な検討等の内容

・担当者の原案に基づき、説明が行われた。

４　次回

　　3月13日（水）資料課連絡会議終了後

・企業局のNo.36は、実際の処理済み年度が昭和63年度なので、「1年短縮」の記載をする。

３　結果

　・別添選別案を資料課の選別案とする。

　　※最終的には、館長の決裁を得て選別を実施する。



平成30年度  産業労働局　簿冊文書選別案

１　部課別選別案　一覧表

廃棄数 備考

部 課
３０年

保存文書
１０年

保存文書
小計

３０年
保存文書

１０年
保存文書

小計

産業部 産業振興課 0 1 1 0 1 1 0

商業流通課 0 3 3 0 1 1 2

金融課 0 19 19 0 9 9 10

労働部 産業人材課 0 2 2 0 1 1 1

0 25 25 0 12 12 13

組織名 引渡数 保存数

合　計

中小企業部



２　部課別選別案　詳細

No. 局 部室 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

1 産業
労働
局

産業
部

産業振興
課

1 「産業競争力強
化戦略」の策定
について

1 3 10年 平成19年度 県が平成19年に策定した産業競争
力強化戦略の策定に関する一連の
文書
関係記者発表資料、ホームページ掲
載関係、刊行物「中小企業サポート
かながわ」（9月号）の原稿（産業競争
力強化戦略の策定について）など

商工労
働部

産業活
性課

保存 県の策定した施策の基本
構想に当たる文書である
ため、保存とする。

- 22(1) -

2 産業
労働
局

中小
企業
部

商業観光
流通課

1、2 商店街施設整
備事業費補助
金1、2

2 16 10年 平成19年度 商店街の施設整備（放送設備等）の
補助を行う神奈川県商店街施設整
備事業費補助金の交付に関わる文
書（交付申請書、交付決定通知書、
実績報告書、履行確認調書、現地調
査報告書、工事写真等）

商工労
働部

商業観
光流通
課

廃棄 県単独の補助金を受けた
整備事業であるが、県民
生活に特に顕著な効果を
もたらすものではなく、軽
易なものであるため廃棄
する。

- - 平成4、5、8
年度（交付要
綱のみ）、平
成14年度（制
度の通知の
み）

3 産業
労働
局

中小
企業
部

商業観光
流通課

3 優良小売店舗・
商店　従業員表
彰

1 5 10年 平成19年度 県内商工会議所会頭及び商工会会
長から推薦を受けた優良小売店舗
表彰の審査・決定に関する文書、県
商店従業員等表彰被表彰者決定に
関する審査会・表彰式に関する文書

商工労
働部

商業観
光流通
課

保存 県による表彰に関する文
書であり、県の経済活動
等に顕著な功績または効
果をもたらしたもので、県
民にも身近なものであるた
め保存する。

- 16(3) 昭和63～平
成6、9～18
年度

4 産業
労働
局

中小
企業
部

金融課 2841 中小企業高度
化資金・条件変
更3（足柄）

1 4 10年 平成19年度 中小企業高度化資金の貸付におけ
る条件変更(償還猶予)に係る文書
内容は償還猶予を求める申請に伴う
一連の文書で、貸付条件変更申請
書、担保物件調査表、保証人調査
表、運営診断事後助言報告書、債権
管理委員会高度化部会の結果報
告、調査結果など（中小企業高度化
資金は、中小企業で組織する事業協
同組合等が行う工場・店舗等の集団
化、事業の共同化、商店街のアー
ケード事業等に対し、県が長期かつ
低利の条件で貸付をするもの。）

商工労
働部

金融課 保存 県が貸付けた資金の条件
変更（償還猶予）に関する
ものであり、貸付事業全体
の把握に必要であるため
保存する。

- 11(3) 昭和59、60、
平成2、4、5、
11、15～18
年度



２　部課別選別案　詳細

No. 局 部室 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

5 産業
労働
局

中小
企業
部

金融課 2845 中小企業高度
化資金・条件変
更7（二宮）

1 4 10年 平成19年度 中小企業高度化資金の貸付におけ
る条件変更(償還猶予)に係る文書
内容は償還猶予を求める申請に伴う
一連の文書で、貸付条件変更申請
書、担保物件調査表、保証人調査
表、運営診断事後助言報告書、債権
管理委員会高度化部会の結果報
告、調査結果など（中小企業高度化
資金は、中小企業で組織する事業協
同組合等が行う工場・店舗等の集団
化、事業の共同化、商店街のアー
ケード事業等に対し、県が長期かつ
低利の条件で貸付をするもの。）

商工労
働部

金融課 保存 県が貸付けた資金の条件
変更（償還猶予）に関する
ものであり、貸付事業全体
の把握に必要であるため
保存する。

- 11(3) 昭和59、60、
平成2、4、5、
11、15～18
年度

6 産業
労働
局

中小
企業
部

金融課 2854 平成18年度 優
良組合表彰推
薦書（組合）

1 3 10年 平成19年度 神奈川県優良組合及び優良役職員
表彰要綱に基づく優良組合表彰の
推薦書。添付資料は、推薦書、定
款、役員名簿、事業報告書及び決算
報告書等。起案文書はなく定款等の
添付書類が綴られているのみで、実
際に受賞したかは読み取れない。

商工労
働部

金融課 保存 県による表彰に関する文
書であり、県の経済活動
等に顕著な功績または効
果をもたらしたものと考え
られる。さらに、当文書で
は受賞したかどうか読み取
れないが、当事業の記者
発表資料において全て受
賞したことが確認できたの
で保存する。

- 16(3) 昭和63～平
成6、9～17
年度

7 産業
労働
局

中小
企業
部

金融課 2855 平成18年度 優
良組合表彰推
薦書（役員）

1 9 10年 平成19年度 神奈川県優良組合及び優良役職員
表彰要綱に基づく優良役職員表彰
の推薦書。添付資料は推薦書、履歴
書、定款、事業報告、決算報告書
等。起案文書はなく定款等の添付資
料が綴られているのみで、実際に受
賞したかは読み取れない。

商工労
働部

金融課 保存 県による表彰に関する文
書であり、県の経済活動
等に顕著な功績または効
果をもたらしたものと考え
られる。さらに、当文書で
は受賞したかどうか読み取
れないが、当事業の記者
発表資料において18名中
15名が受賞したことが確
認できたので保存する。

- 16(3) 昭和63～平
成6、9～17
年度



２　部課別選別案　詳細

No. 局 部室 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

8 産業
労働
局

中小
企業
部

金融課 2856 平成18年度 優
良組合表彰推
薦書（職員）

1 4 10年 平成19年度 神奈川県優良組合及び優良役職員
表彰要綱に基づく優良役職員表彰
の推薦書。添付資料は推薦書、履歴
書、定款、事業報告、決算報告書
等。起案文書はなく定款等の添付資
料が綴られているのみで、実際に受
賞したかは読み取れない。

商工労
働部

金融課 保存 県による表彰に関する文
書であり、県の経済活動
等に顕著な功績または効
果をもたらしたものと考え
られる。さらに、当文書で
は受賞したかどうか読み取
れないが、当事業の記者
発表資料において全て受
賞したことが確認できたの
で保存する。

- 16(3) 昭和63～平
成6、9～17
年度

9 産業
労働
局

中小
企業
部

金融課 2857、
2858

貸金業新規登
録4/1～6/20、
7/1～12/10　2
冊の1、2

2 13 10年 平成19年度 県内で営業を行う貸金業の新規登録
に係る伺い文書（登録有効期間3年）
登録通知書等、登録申請書一式、市
区町村・検察等からの「貸金業者の
登録基準に関する調査について」の
回答書、住民票、身分証明書、誓約
書、定款、財産に関する調書、履歴
事項全部証明書などを含む

商工労
働部

金融課 保存 県民生活に影響力のある
貸金業者の実態がわかる
書類を含むため保存す
る。

- 13(4) 昭和58～平
成18年度（平
成5、6、8～
18年度は新
規・廃業等の
み保存）

10 産業
労働
局

中小
企業
部

金融課 2859～
2864

貸金業更新登
録申請書　6冊
の1～6

6 41 10年 平成19年度 県内で営業を行う貸金業の更新登録
に係る伺い文書（貸金業登録有効期
間は3年）
登録通知書等、登録申請書一式、市
区町村・警察等からの「貸金業者の
登録基準に関する調査について」の
回答書、住民票、身分証明書、誓約
書、定款、財産に関する調書、決算
報告書、履歴事項全部証明書など

商工労
働部

金融課 廃棄 定例的な更新登録に関す
る軽易な内容であるため
廃棄する。

- - 昭和61～平
成2、4、７年
度

11 産業
労働
局

中小
企業
部

金融課 2865～
2868

貸金業変更届
出書　4冊の1～
4

4 19 10年 平成19年度 県内で営業を行う貸金業の変更登録
に係る伺い文書
変更事項の登録についての通知書
等、変更届出書一式、履歴事項全部
証明書など

商工労
働部

金融課 廃棄 変更の届出書類で軽易な
内容のため廃棄する。

- - 昭和31、36、
40、41、45、
47、56年度

12 産業
労働
局

中小
企業
部

金融課 2869 貸金業登録換
申請書

1 9 10年 平成19年度 貸金業者の本店移転や県外の営業
所廃止による関東財務局からの登録
換に関する伺い文書
貸金業の規制等に関する法律に基
づく検査結果、登録申請書、定款、
履歴事項全部証明書など

商工労
働部

金融課 保存 県民生活に影響力のある
貸金業者の登録換に関す
る文書であり、貸金業者の
実態がわかる書類を含む
ため保存する。

- 13(4) 昭和60、平
成4、13～15
年度



２　部課別選別案　詳細

No. 局 部室 課 整理番号 対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

13 産業
労働
局

中小
企業
部

金融課 2870 貸金業登録換
申請書・廃業届
出書・登録拒
否・登録取消

1 6 10年 平成19年度 県内で営業を行う貸金業の廃業届出
に基づく登録抹消に係る伺い文書
廃業等届出書一式、印鑑証明書、貸
金業者登録通知などを含む

商工労
働部

金融課 保存 県民生活に影響力のある
貸金業者の廃業等に関す
る申請・届出内容がわかる
書類なので保存する。

- 13(4) 昭和58～平
成18年度（平
成5、6、8～
18年度は新
規・廃業等の
み保存）

14 産業
労働
局

労働
部

産業人材
課

1 障害者職業能
力開発校施設
整備、国有財産
及び二俣川活
用計画（ワーキ
ング、境界確定
ほか）
2冊の1

1 7 10年 平成19年度 国立県営神奈川障害者職業能力開
発校の施設整備に係る文書及び二
俣川地区県有地利活用計画に関す
る文書
設備改修工事関係書類、厚労省・国
交省との連絡文書、二俣川地区県有
地利活用計画に基づくがんセン
ター・自動車運転免許試験場・産業
技術短期大学校を中心とした整備計
画の検討関係文書

商工労
働部

雇用産
業人材
課

保存 複数の県立施設に関する
改修計画や建て替え計画
を含み、公共施設のハー
ド事業の基本計画に準ず
るものとして保存する。

- 21(2) -

15 産業
労働
局

労働
部

産業人材
課

2 障害者職業能
力開発校施設
整備及び国有
財産管理
2冊の2

1 7 10年 平成19年度 国立県営神奈川障害者職業能力開
発校の施設整備に係る文書
国交省の保全業務支援システムの
説明・講習関係文書、エレベーター
点検、使用状況実態調査、寮の修理
等に関する文書を含む

商工労
働部

雇用産
業人材
課

廃棄 国立県営の施設に係る部
分的な改修、エレベー
ター検査等に係る文書で
あり、軽易な内容であるた
め廃棄とする。

- - 平成6～9、
13～15、18
年度



平成30年度　 会計局　簿冊文書選別案

１　課別選別案　一覧表

廃棄数 備考

部 課
３０年

保存文書
１０年

保存文書
小計

３０年
保存文書

１０年
保存文書

小計

－ 指導課 8 0 8 0 0 0 8

8 0 8 0 0 0 8

組織名 引渡数 保存数

合　計



２　課別選別案

№ 局 部室 課
整理
番号

対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年
度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

1 会計
局

－ 指導
課

292 指定金融機関
の増設等
（畜産振興資
金会計、指定
金融機関の派
出所の公金事
務取扱契約関
係）

１ 8 30年 昭和62年
度

畜産振興資金会計に係る公金事
務取扱契約及び指定金融機関の
派出所の新設・移転等に関する文
書
大和県税事務所・自動車税管理事
務所川崎支所の新設に伴う指定金
融機関の派出所設置について、合
同庁舎・行政センター等に設置さ
れた派出店舗の事務室使用状況、
神奈川県畜産振興資金会計の廃
止に伴う指定金融機関公金事務取

出納
局

指導
課

廃棄 指定取消しなどの重
要な内容を含まない
軽易な文書であるた
め廃棄とする。

- - 昭和49～59
年度

2 会計
局

－ 指導
課

293 指定金融機関
の増設等
（指定金融機
関担保設定
（S42～S59）投
入金庫設置に
関する契約）

1 5 30年 昭和62年
度

指定金融機関の担保（神奈川県公
債）の満期到来による担保品差入
換申請についての文書、投入金庫
設置に関する契約の締結について
の文書

出納
局

指導
課

廃棄 指定取消しなどの重
要な内容を含まない
軽易な文書であるた
め廃棄とする。

- - 昭和49～59
年度

3 会計
局

－ 指導
課

294 指定金融機関
の増設等
（公金事務取
扱契約6　指
定、指定代理
金融機関の増
設等）

1 1 30年 昭和62年
度

指定代理金融機関公金取扱店の
位置変更についての文書
各金融機関からの店舗位置変更届
及び地図等

出納
局

指導
課

廃棄 指定取消しなどの重
要な内容を含まず、
店舗の位置変更につ
いてのみの文書であ
るため廃棄とする。

- - 昭和49～59
年度

4 会計
局

－ 指導
課

295 指定金融機関
の増設等
（県公金事務
取扱契約1～
5）

1 7 30年 昭和62年
度

公金事務取扱契約関係文書
収納代理金融機関の取扱事務範
囲変更についての文書、県公金事
務取扱契約の一部変更契約に関
する一連の文書

出納
局

指導
課

廃棄 収納代理店の負担金
一部変更など軽易な
文書であり指定取り
消しなどの重要な内
容を含まないため廃
棄とする。

- - 昭和49～59
年度

5 会計
局

－ 指導
課

296
～
299

指定金融機関
の増設等
（公金事務取
扱契約6　収納
代理金融機関
の増設等）

4 28 30年 昭和62年
度

指定金融機関等についての指定・
位置変更、廃止などに関する文書
店舗新設に伴う指定申請及公金取
扱店等の指定、店舗移転の届出
書、店舗廃止届など

出納
局

指導
課

廃棄 指定取消しなどの重
要な内容を含まない
軽易な文書であるた
め廃棄とする。

- - 昭和49～59
年度



平成30年度　企業局　簿冊文書選別案

１　部室課別選別案　一覧表

廃棄数 備考

部 課 30年保存文書 10年保存文書 小計 30年保存文書 10年保存文書 小計

- 総務室 2 1 3 1 0 1 2

財務部 財務課 0 1 1 0 0 0 1

財産管理課 30 0 30 3 0 3 27

経営課 15 0 15 15 0 15 0

水道施設課 48 0 48 1 0 1 47

浄水課 8 0 8 0 0 0 8

103 2 105 20 0 20 85

組織名 引渡数 保存数

水道部

合　計



２　部室課別選別案　詳細

No. 局 部室 課
整理
番号

対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済
年度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

1 企業
局

総務
室

- - 業務状況報告 1 1 30年 昭和62年
度

県公営企業の設置等に関する
条例第8条に基づいて提出する
公営企業の業務状況に係る文
書の綴り

企業
庁管
理局

総務
室

廃棄 併せて「県財政のあら
まし」への掲載依頼を
伺う文書であり、内容
は刊行物に掲載され
ることから廃棄とする。

- - -

2 企業
局

総務
室

- - 事務引継書　企
業庁長

1 6 30年 昭和62年
度

人事異動に伴う企業庁長の事務
引継書の綴り
業務の概要、組織、財産目録、
預金残高、帳簿目録、予算関
係、懸案事項等に関する文書を
含む

企業
庁管
理局

総務
室

保存 神奈川県職員服務規
定に定める事務引継
書で、本庁課長以上
のものであるため保存
とする。

- 6(1) 昭和38、42、
46、50年度

3 企業
局

総務
室

- - 優良職員表彰 1 3 10年 平成19年
度

神奈川県優良職員表彰に関す
る推薦等の連絡文書
表彰の実施、推薦、表彰取消、
表彰式の次第などに関する文書
を含む

企業
局

総務
室

廃棄 庁内の表彰であり、軽
易な文書のため廃棄
とする。

- - 昭和60～平
成元年度
（以後は廃
棄）

4 企業
局

財務
部

財務
課

- 平成19年度当初
予算執行計画

1 2 10年 平成19年
度

平成19年度当初予算に係る執
行計画の承認及び令達等につ
いての文書
水道事業会計、電気事業会計、
公営企業資金等運用事業会
計、相模川総合開発共同事業
会計、酒匂川総合開発事業会
計等についての執行計画

企業
局

経理
課

廃棄 予算の執行計画に関
する電算出力帳票で
軽易な内容であるた
め廃棄とする。

- - 昭和60、61
年度

5 企業
局

財務
部

財産
管理
課

184 建築営繕工事
（94）
大原ダム操作
室・城山事務所
模様替等

1 6 30年 昭和52年
度（10年延
長）

湘南大磯住宅地特別受託給水
工事・大原ダム操作室新築工
事・妙蓮寺課長公舎屋根葺替工
事等に係る文書及び図面、工事
写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

6 企業
局

財務
部

財産
管理
課

186 建築営繕工事
（96）
寒川第2管理本
館改造、中野高
区ポンプ所等

1 9 30年 昭和52年
度
（10年延
長）

職員強羅保養所厨房排水浄化
槽設置工事・中野高区ポンプ所
新築工事・寒川第2浄水場管理
本館改造・温泉荘ポンプ所改築
その他工事に係る文書及び図
面、工事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

7 企業
局

財務
部

財産
管理
課

359 寒川浄水場第2
本館テレメータ
室改修工事

1 7 30年 昭和62年
度

寒川浄水場第2本館テレメータ
室改修工事に係る文書及び図
面、工事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度



２　部室課別選別案　詳細

No. 局 部室 課
整理
番号

対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済
年度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

8 企業
局

財務
部

財産
管理
課

360 寒川浄水場第3
本館計算機室増
築工事の内空調
設備工事

1 6 30年 昭和62年
度

寒川浄水場第3本館計算機室増
築工事のうち、空調設備工事に
係る文書及び図面、工事写真等
の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

9 企業
局

財務
部

財産
管理
課

361 赤羽根配水池緊
急遮断弁用電気
室新築工事

1 6 30年 昭和62年
度

赤羽根配水緊急遮断弁用電気
室新築工事に係る文書及び図
面、工事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

10 企業
局

財務
部

財産
管理
課

362 東逗子住宅団地
特別受託給水工
事の内桜山ポン
プ所新築工事

1 9 30年 昭和62年
度

東逗子住宅団地特別受託給水
工事のうち桜山ポンプ所新築工
事に係る文書及び図面、工事写
真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

11 企業
局

財務
部

財産
管理
課

363 道志第2発電所
制御室新築工事

1 7 30年 昭和62年
度

道志第2発電所制御室新築工事
の建築工事・電気設備工事・給
排水設備工事に係る文書及び
図面、工事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

12 企業
局

財務
部

財産
管理
課

364 高原ポンプ所新
築工事

1 9 30年 昭和62年
度

高原ポンプ所新築工事に係る文
書及び図面、工事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

13 企業
局

財務
部

財産
管理
課

366 長後第1職員ア
パート高架水槽
取替工事

1 3 30年 昭和62年
度

長後第1職員アパート高架水槽
取替工事に係る執行伺・調査関
係文書及び工事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

14 企業
局

財務
部

財産
管理
課

368 寒川浄水場第3
本館計算機室増
築工事の内建築
主体工事

1 10 30年 昭和62年
度

寒川浄水場第3本館計算機室増
築工事の内建築主体工事に係
る支出・検査関係文書及び図
面、工事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

15 企業
局

財務
部

財産
管理
課

370 東逗子住宅団地
特別受託給水工
事の内東逗子配
水池電気室新築
工事

1 8 30年 昭和62年
度

東逗子住宅団地特別受託給水
工事のうち東逗子配水池電気室
新築工事に係る支出・検査関係
文書及び図面、工事写真等の綴
り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度



２　部室課別選別案　詳細

No. 局 部室 課
整理
番号

対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済
年度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

16 企業
局

財務
部

財産
管理
課

371 寒川浄水場自家
用発電機室新築
工事

1 9 30年 昭和62年
度

寒川浄水場自家用発電機室新
築工事に係る支出・検査関係文
書及び図面、工事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

17 企業
局

財務
部

財産
管理
課

372 イタリーポンプ所
電気室新築工事

1 10 30年 昭和62年
度

イタリーポンプ所電気室新築工
事に係る支出・検査関係文書及
び図面、工事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

18 企業
局

財務
部

財産
管理
課

373 道志第2発電所
制御室新築工事
設計管理業務委
託

1 4 30年 昭和62年
度

道志第2発電所制御室新築工事
に係る委託契約・支出・検査関
係文書及び図面、工事写真等の
綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

19 企業
局

財務
部

財産
管理
課

374 高原ポンプ所新
築工事管理業務
委託

1 3 30年 昭和62年
度

高原ポンプ所新築工事に係る委
託契約・支出・検査関係文書及
び図面、工事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

20 企業
局

財務
部

財産
管理
課

375 寒川浄水場第3
本館計算機室増
築工事管理業務
委託

1 3 30年 昭和62年
度

寒川浄水場第3本館計算機室増
築工事に係る委託契約・支出・
検査関係文書及び図面、工事
写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

21 企業
局

財務
部

財産
管理
課

376 寒川浄水場第2
本館テレメータ
室改修工事設計
管理業務委託

1 5 30年 昭和62年
度

寒川浄水場第2本館テレメータ
室改修工事に係る委託契約・支
出・検査関係文書及び図面、工
事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

22 企業
局

財務
部

財産
管理
課

377 イタリーポンプ所
電気室新築工事
管理業務委託

1 5 30年 昭和62年
度

イタリーポンプ所電気室新築工
事に係る委託契約・支出・検査
関係文書及び図面、工事写真
等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

23 企業
局

財務
部

財産
管理
課

378 谷ヶ原浄水場別
館新築工事業務
委託

1 5 30年 昭和62年
度

谷ヶ原浄水場別館新築工事に
係る委託契約・支出・検査関係
文書及び図面、工事写真の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

保存 新築工事であり、県有
財産の管理に関する
文書であるため保存と
する。

- 12(1) 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度



２　部室課別選別案　詳細

No. 局 部室 課
整理
番号

対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済
年度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

24 企業
局

財務
部

財産
管理
課

379 寒川浄水場自家
用発電機室新築
工事業務委託

1 6 30年 昭和62年
度

寒川浄水場自家用発電機室新
築工事に係る委託契約・支出・
検査関係文書及び図面、工事
写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

25 企業
局

財務
部

財産
管理
課

380 赤羽根配水池緊
急遮断弁用電気
室新築工事管理
業務委託

1 5 30年 昭和62年
度

赤羽根配水緊急遮断弁用電気
室新築工事に係る委託契約・支
出・検査関係文書及び図面、工
事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

26 企業
局

財務
部

財産
管理
課

396 東逗子団地特別
受託給水工事の
内東逗子配水池
電気室新築工事
設計管理業務

1 6 30年 昭和62年
度

東逗子団地特別受託給水工事
の内東逗子配水池電気室新築
工事に係る委託契約・支出・検
査関係文書及び図面、工事写
真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

27 企業
局

財務
部

財産
管理
課

398 妙蓮寺職員ア
パート外壁等補
強改修工事設計
管理業務委託

1 7 30年 昭和62年
度

妙蓮寺職員アパート外壁等補強
改修工事に係る委託契約・支
出・検査関係文書及び図面、工
事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

28 企業
局

財務
部

財産
管理
課

400 厚木多目的ビル
（仮称）新築工事
管理業務委託

1 14 30年 昭和62年
度

企業庁の保有する用地を活用し
た地域振興を目的とする厚木多
目的ビル（プロミティ厚木）の新
築工事に係る委託契約・支出・
検査関係文書及び図面、工事
写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

保存 新築工事であり、県有
財産の管理に関する
文書であるため保存と
する。

- 12(1) 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

29 企業
局

財務
部

財産
管理
課

401 東逗子住宅団地
特別受託給水工
事の内桜山ポン
プ所新築工事設
計管理業務委託

1 6 30年 昭和62年
度

東逗子住宅団地特別受託給水
工事のうち桜山ポンプ所新築工
事に係る委託契約・支出・検査
関係文書及び図面、工事写真
等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

30 企業
局

財務
部

財産
管理
課

405 職員強羅保養所
新築工事実施設
計業務

1 27 30年 昭和62年
度

職員強羅保養所新築工事に係
る委託契約・支出・検査関係文
書及び複数枚の図面の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

保存 新築工事であり、県有
財産の管理に関する
文書であるため保存と
する。

- 12(1) 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度



２　部室課別選別案　詳細

No. 局 部室 課
整理
番号

対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済
年度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

31 企業
局

財務
部

財産
管理
課

406 妙蓮寺職員ア
パート外壁等補
強改修工事

1 11 30年 昭和62年
度

妙蓮寺職員アパート外壁等補強
改修工事に係る工事請負契約・
支出・検査関係文書及び図面、
工事写真等の綴り

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 県有財産の管理に関
する文書であるが、小
規模で軽易な工事の
文書であるため廃棄と
する。

- - 昭和29、31
～34、36～
38、40～43、
46、47、50、
56、58年度

32 企業
局

財務
部

財産
管理
課

-（箱） 昭和60年度　固
定資産明細書

1 7 30年 昭和60年
度（2年延
長）

昭和61年3月31日時点における
水道事業会計所管固定資産の
明細文書
整理番号・名称・所在地・明細・
数量・単位・取得年月・耐用年
数・帳簿原価・減価償却累計額・
帳簿価額・適用の一覧

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 法定の保存期間を過
ぎた帳票であり、廃棄
とする。

- - 昭和42、54、
55年度（行
政刊行物）

33 企業
局

財務
部

財産
管理
課

-（箱） 昭和61年度　固
定資産明細書
（科目別）

1 7 30年 昭和61年
度（1年延
長）

昭和62年3月31日時点における
水道事業会計の科目別（土地・
建物・構築物）固定資産明細書
資産番号・名称・所在地・明細・
数量・単位・取得年月・耐用年
数・帳簿原価・減価償却累計額・
帳簿価額・適用の一覧

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 法定の保存期間を過
ぎた帳票であり、廃棄
とする。

- - 昭和42、54、
55年度（行
政刊行物）

34 企業
局

財務
部

財産
管理
課

-（箱） 昭和61年度　固
定資産明細書
（2）（科目別）機
械及び装置

1 7 30年 昭和61年
度（1年延
長）

昭和62年3月31日時点における
水道事業会計の科目別（機械及
び装置・船舶・地上権など）固定
資産明細書
資産番号・名称・所在地・明細・
数量・単位・取得年月・耐用年
数・帳簿原価・減価償却累計額・
帳簿価額・適用の一覧

企業
庁管
理局

管財
課

廃棄 法定の保存期間を過
ぎた帳票であり、廃棄
とする。

- - 昭和42、54、
55年度（行
政刊行物）

35 企業
局

水道
部

経営
課

-（箱） 昭和51年水道料
金改定にともなう
県民向けPR資料
（テレビ神奈川）

1 2 30年 昭和51年
度（11年延
長）

昭和51年の水道料金改定に
伴ってテレビ神奈川で放映され
た「日曜ワイド　ファミリーかなが
わ No.43　県民の水」の台本・資
料・ボードなど

企業
庁水
道局

計画
調査
課

保存 当時の水道供給状況
や料金値上げに至る
過程・水道事業の赤
字等に関する資料が
まとめられており、県
民の高い関心を呼ん
だ事業に関する資料
であるため保存する。

（2）イ - -



２　部室課別選別案　詳細

No. 局 部室 課
整理
番号

対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済
年度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

36 企業
局

水道
部

経営
課

-（箱） 知事・庁長答弁
資料

1 3 30年 昭和63年
度（引渡書
の記載は
昭和51年
度、表紙の
記載は昭
和57年度
だが、中身
は昭和63
年度分ま
で収録さ
れている）
（1年短縮）

昭和57年から昭和63年における
県議会での知事・企業庁長答弁
用資料のうち、水道事業関係の
ものが綴られている

企業
庁総
合開
発局

業務
課

保存 当時の水道供給状況
や料金値上げに至る
過程・水道事業の赤
字等に関する資料が
まとめられており、県
民の高い関心を呼ん
だ事業に関する資料
であるため保存する。

（2）イ - 昭和50～
53、57、59年
度

37 企業
局

水道
部

経営
課

-（箱） 51.4　料金改定
資料1～13

13 6 30年 昭和51年
度（11年延
長）

昭和51年の水道料金改定に関
する資料
県議会答弁用の参考資料等を
含む

企業
庁総
合開
発局

業務
課

保存 当時の水道供給状況
や料金値上げに至る
過程・水道事業の赤
字等に関する資料が
まとめられており、県
民の高い関心を呼ん
だ事業に関する資料
であるため保存する。

（2）イ - -

38 企業
局

水道
部

水道
施設
課

- 平塚配水池構内
整備工事に係る
埋蔵文化財発掘
調査

1 2 30年 昭和62年
度

企業庁平塚配水池建設に伴う向
原遺跡調査に関する文書
埋蔵文化財センターへの調査委
託契約書、調査予算資金計画
書、発掘結果に関する報告及び
出土品の写真など

企業
庁水
道局

配水
課

保存 埋蔵文化財に関する
調査結果、地図等を
含むため保存する。

- 23(3) -

39 企業
局

水道
部

水道
施設
課

1-10、
1-11

相模原市大野大
地内配水管布設
工事に伴う家屋
等事前調査業務
委託

2 4 30年 昭和62年
度

相模原市大野大地内配水管布
設工事に伴う家屋等事前調査業
務に係る委託契約・工事精算・
設計書等関係文書及び図面の
綴り

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

40 企業
局

水道
部

水道
施設
課

2-10、
2-11

相模原市相模台
地内　第1、2回
配水管布設工事

2 7 30年 昭和62年
度

相模原市相模台地内の配水管
布設工事に係る入札調書・執行
伺・工事請負契約書・図面・検査
調書・設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

41 企業
局

水道
部

水道
施設
課

2-12
～2-
14

相模原市横山台
地内　第1～3回
配水管布設工事

3 13 30年 昭和62年
度

相模原市横山台地内の配水管
布設工事に係る入札調書・執行
伺・工事請負契約書・図面・検査
調書・設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度



２　部室課別選別案　詳細

No. 局 部室 課
整理
番号

対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済
年度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

42 企業
局

水道
部

水道
施設
課

2-15、
2-16

相模原市大野台
地内第1、2回配
水管布設工事

2 12 30年 昭和62年
度

相模原市大野台地内の配水管
布設工事に係る入札調書・執行
伺・工事請負契約書・図面・検査
調書・設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

43 企業
局

水道
部

水道
施設
課

2-17
～2-
21

相模原市二本松
地内第1～3回配
水管布設工事、
鋼管工事、土木
工事

5 16 30年 昭和62年
度

相模原市二本松地内配水管布
設工事に係る入札調書・執行
伺・工事請負契約書・図面・検査
調書・設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

44 企業
局

水道
部

水道
施設
課

2-22 相模原市清新地
内配水管布設工
事

1 3 30年 昭和62年
度

相模原市清新地内配水管布設
工事に係る入札調書・執行伺・
工事請負契約書・図面・検査調
書・設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

45 企業
局

水道
部

水道
施設
課

4-4 寒川第3浄水場
ろ過池更生工事

1 3 30年 昭和62年
度

寒川第3浄水場ろ過池更生工事
に係る見積調書・執行伺・工事
請負契約書・図面・検査調書・設
計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

46 企業
局

水道
部

水道
施設
課

7-8 寒川第3浄水場
ろ過池アンスラ
サイト敷込工事

1 4 30年 昭和62年
度

寒川第3浄水場ろ過池アンスラ
サイト敷込工事に係る入札調書・
執行伺・工事請負契約書・図面・
検査調書・設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

47 企業
局

水道
部

水道
施設
課

7-9 寒川第3浄水場
ろ過池表面洗浄
等設備工事

1 11 30年 昭和62年
度

寒川第3浄水場ろ過池表面洗浄
等設備工事に係る入札調書・執
行伺・工事請負契約書・図面・検
査調書・設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

48 企業
局

水道
部

水道
施設
課

7-10、
7-11

寒川第3浄水場
増強工事のうち
構内整備（その
1、2）工事

2 5 30年 昭和62年
度

寒川第3浄水場増強工事のうち
構内整備工事に係る入札調書・
執行伺・工事請負契約書・図面・
検査調書・設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

49 企業
局

水道
部

水道
施設
課

9-4 寒川第3浄水場
沈でん池傾斜板
等改造工事

1 15 30年 昭和62年
度

寒川第3浄水場沈でん池傾斜板
等改造工事に係る見積調書・執
行伺・工事請負契約書・図面・検
査調書・設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度



２　部室課別選別案　詳細

No. 局 部室 課
整理
番号

対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済
年度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

50 企業
局

水道
部

水道
施設
課

15-
17、18

茅ヶ崎市鶴ヶ台
地内配水管布設
（土工）工事・鋼
管工事・工事に
伴うガス管移設
工事

3 24 30年 昭和62年
度

茅ヶ崎市鶴ヶ台地内配水管布設
（土木）工事・鋼管工事・工事に
伴うガス管移設工事に係る入札
調書・執行伺・工事請負契約書・
図面・検査調書・工事設計書・工
事写真等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

51 企業
局

水道
部

水道
施設
課

17-10 二宮町一色地内
配水管布設工事

1 4 30年 昭和62年
度

二宮町一色地内配水管布設工
事に係る入札調書・執行伺・工
事請負契約書・図面・検査調書・
設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

52 企業
局

水道
部

水道
施設
課

21-2
～21-
6

平塚配水池構内
整備工事のうち
第1回石積工事・
第1・2回道路工
事・植栽工事・外
柵等設置工事

5 34 30年 昭和62年
度

平塚配水池構内整備工事のうち
第1回石積工事・第1・2回道路工
事・植栽工事・外柵等設置工事
に係る入札調書・執行伺・工事
請負契約書・図面・検査調書・設
計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

53 企業
局

水道
部

水道
施設
部

23-9、
23-10

愛川町中津地内
第6回配水管布
設（土工・鋼管）
工事

2 5 30年 昭和62年
度

愛川町中津池内第6回配水管布
設工事に係る入札調書・執行
伺・工事請負契約書・図面・検査
調書・設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

54 企業
局

水道
部

水道
施設
部

27-2 平塚配水池用地
埋蔵文化財発掘
調査（その2）工
事

1 6 30年 昭和62年
度

平塚配水池用地の埋蔵文化財
発掘調査工事に係る見積調書・
執行伺・工事請負契約書・図面・
検査調書・設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

55 企業
局

水道
部

水道
施設
部

28、
28-2、
28-3

平塚市天沼地内
配水管布設（鋼
管・土工）工事

3 17 30年 昭和62年
度

平塚市天沼地内配水管布設工
事に係る入札調書・執行伺・工
事請負契約書・図面・検査調書・
設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

56 企業
局

水道
部

水道
施設
部

28-4
～28-
10

平塚市長持～岡
崎地内第1～6回
配水管布設（6の
1～6-6）工事

7 49 30年 昭和62年
度

平塚市長持～岡崎地内第1～6
回配水管布設工事に係る入札
調書・執行伺・工事請負契約書・
図面・検査調書・設計書等の文
書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

57 企業
局

水道
部

水道
施設
部

29、
29-2、
29-3

大和市鶴間地内
第1回配水管布
設土工・鋼管工
事

3 10 30年 昭和62年
度

大和市鶴間地内第1回配水管布
設土工・鋼管工事に係る入札調
書・執行伺・工事請負契約書・図
面・検査調書・設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度



２　部室課別選別案　詳細

No. 局 部室 課
整理
番号

対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済
年度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

58 企業
局

水道
部

水道
施設
部

30 鎌倉市大船地内
配水管布設工事

1 8 30年 昭和62年
度

鎌倉市大船地内配水管布設工
事に係る入札調書・執行伺・工
事請負契約書・図面・検査調書・
設計書等の文書

企業
庁水
道局

配水
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和33、35、
36年度

59 企業
局

水道
部

浄水
課

1 工事執行原議
（設計書・清算
書）施第34号

1 8 30年 昭和62年
度

寒川浄水場に自家発電設備を
設置する工事に係る工事精算
書・執行伺・工事設計書・図面等
の文書

企業
庁水
道局

施設
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和35年度

60 企業
局

水道
部

浄水
課

2 工事執行原議
（設計書・清算
書）施第10、11、
8、15号

1 7 30年 昭和62年
度

寒川第3浄水場の汚泥掻寄機改
造工事・沈殿池排泥弁改造工
事・取水送水分散制御設備改造
工事・中央監視設備改造工事に
係る工事精算書・検査調書・執
行伺・工事設計書・図面等の文
書

企業
庁水
道局

施設
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和35年度

61 企業
局

水道
部

浄水
課

3 工事執行原議
（設計書・清算
書）施第24、17、
18号

1 5 30年 昭和62年
度

寒川第3浄水場取水ポンプ改造
工事・送水ポンプ吐出弁改造工
事・受配電監視設備改造工事に
係る工事精算書・検査調書・執
行伺・工事設計書・図面等の文
書

企業
庁水
道局

施設
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和35年度

62 企業
局

水道
部

浄水
課

4 工事執行原議
（設計書・清算
書）施第32、38、
27、35号

1 6 30年 昭和62年
度

寒川第3浄水場電気設備改造工
事・取水ポンプ改造工事の内点
検歩廊改造工事・計装設備改造
工事に係る工事精算書・検査調
書・執行伺・工事設計書・図面等
の文書

企業
庁水
道局

施設
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和35年度

63 企業
局

水道
部

浄水
課

5 工事執行原議
（設計書・清算
書）施第12、19、
21、39号

1 4 30年 昭和62年
度

大船宮前超音波流量計取替工
事・平塚配水池（5号池）増設工
事の内水位計及び証明設備増
設工事・水道施設状態監視装置
設置工事・赤羽根配水池緊急遮
断弁設置工事の内遠方監視制
御設備及び愛川揚水ポンプ増
設工事の内遠方監視設備工事
に係る工事精算書・検査調書・
執行伺・工事設計書・図面等の
文書

企業
庁水
道局

施設
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和35年度



２　部室課別選別案　詳細

No. 局 部室 課
整理
番号

対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済
年度

内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

64 企業
局

水道
部

浄水
課

6 工事執行原議
（設計書・清算
書）施第14、20、
37号

1 6 30年 昭和62年
度

箱根営業所集中化工事の内遠
方監視制御装置設置工事・箱根
営業所集中化工事の内保安通
信設備工事に係る工事精算書・
検査調書・執行伺・工事設計書・
図面等の文書

企業
庁水
道局

施設
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和35年度

65 企業
局

水道
部

浄水
課

7 工事執行原議
（設計書・清算
書）施第16、23
号

1 3 30年 昭和62年
度

愛川揚水ポンプ増設工事の内ポ
ンプ設備工事・電気設備工事に
係る工事精算書・検査調書・執
行伺・工事設計書・図面等の文
書

企業
庁水
道局

施設
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和35年度

66 企業
局

水道
部

浄水
課

8 工事執行原議
（設計書・清算
書）施第25、26、
28号

1 7 30年 昭和62年
度

東逗子住宅団地特別受託給水
工事の内入水弁電気設備工事・
配水流量計水位計設備工事・ポ
ンプ設備工事に係る工事精算
書・検査調書・執行伺・工事設計
書・図面等の文書

企業
庁水
道局

施設
課

廃棄 小規模で地域も限定
された工事の文書で
あるため廃棄とする。

- - 昭和35年度



平成30年度　人事委員会事務局　簿冊文書選別 案

１　選別案　一覧表

廃棄数 備考

部 課
３０年

保存文書
１０年

保存文書
小計

３０年
保存文書

１０年
保存文書

小計

− 給与公平課 2 0 2 2 0 2 0

2 0 2 2 0 2 0

組織名 引渡数 保存数

合　計



２　選別案　詳細

No. 局 部室 課 整理番号 対象文書 冊数
厚
さ

保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

1 人事
委員
会事
務局

- 給与公平
課

203、204 不服申立て事
案（61（不）第1
号）
2冊の1、2冊の2

2 8 30年 昭和62年度 1名の学校教諭への減給処分に対す
る不服申し立てについての一連の文
書
不服申立書、処分理由書、準備手続
調書、口頭審理調書、裁決書など

人事委
員会事
務局

公平課 保存 行政不服審査に係る公文
書であるため保存する。

- 17(2) 昭和44～
46、48、50～
53、55～61
年度



平成30年度　労働委員会事務局　簿冊文書選別　案

１　選別案　一覧表

廃棄数 備考

部 課
３０年

保存文書
１０年

保存文書
小計

３０年
保存文書

１０年
保存文書

小計

− 審査調整課 3 0 3 3 0 3 0

3 0 3 3 0 3 0

組織名 引渡数 保存数

合　計



２　選別案　詳細

No. 局 部室 課
整理
番号

対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

1 労働
委員
会事
務局

－ 審査調整
課

－ 神奈川県地労
委総会議事録
第26期中

1 6 30年 昭和62年度 組合資格審査・不当労働行為事件
等に係る公益委員・労働者委員・使
用者委員の三者による神奈川県地
方労働委員会総会の議題、概要、議
事録など

地方労
働委員
会事務
局

総務課 保存 労使間の調停・斡旋・和解
に係る文書であり保存す
る。

－ 17(1) 昭和23～
30、35～61
年度

2 労働
委員
会事
務局

－ 審査調整
課

－ 神奈川県地労
委総会議事録
第26期下

1 6 30年 昭和62年度 組合資格審査・不当労働行為事件
等に係る公益委員・労働者委員・使
用者委員の三者による神奈川県地
方労働委員会総会の議題、概要、議
事録など

地方労
働委員
会事務
局

総務課 保存 労使間の調停・斡旋・和解
に係る文書であり保存す
る。

－ 17(1) 昭和23～
30、35～61
年度

3 労働
委員
会事
務局

－ 審査調整
課

－ あっせん員候
補者名簿

1 1 30年 昭和62年度 労働関係調整法に基づくあっせん員
の委嘱・任免及び候補者名簿に関
する文書
委嘱・解任、名簿の公報登載・公示
の伺い文書、あっせん員候補者名簿
など

地方労
働委員
会事務
局

総務課 保存 労使間の斡旋をおこなう
あっせん員の委嘱・解任
に関する文書であり、労使
間の調停・斡旋・和解に係
る文書に準ずるものとして
保存する。

－ 17(1) 昭和39、45、
46、48、61年
度



平成30年度　収用委員会事務局　簿冊文書選別　案

１　選別案　一覧表

廃棄数 備考

部 課
３０年

保存文書
１０年

保存文書
小計

３０年
保存文書

１０年
保存文書

小計

1 0 1 1 0 1 0

1 0 1 1 0 1 0

組織名 引渡数 保存数

−

合　計



２　選別案　詳細

No. 局 部室 課
整理
番号

対象文書 冊数 厚さ
保存
期間

処理済年度 内容
作成
部局

作成
組織

選別
結果

理由
選別
基準

細目
基準

保存実績

1 収用
委員
会事
務局

－ － 163 収用委員会記
録（61収第2号）
鎌倉都市計画
道路事業3-2-1
横浜藤沢線

1 8 30年 昭和62年度 神奈川県起業の鎌倉都市計画道路
事業3・2・1横浜藤沢線に係る収用裁
決に関する綴り
裁決申請書、明渡裁決申立書、収用
委員会審理記録、裁決書、各種図面
等一連の文書

収用委
員会事
務局

－ 保存 県域内で発生した争訟
（訴訟、土地収用裁決、審
査請求、異議申立）に関
する公文書のうち、紛争解
決方法の実施等に係るも
のであり保存する。

－ 17(4) 昭和35～61
年度


